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Hydrodynamic Shape.Optimization of Ship Hull 

Forms Using CFD 

CFDによる船型の流体力学的形状最適化

日野孝則、児玉良明、平田信行

平成10年5月

Proceedings of Third Osaka Colloquium on Advanced 

CFD Applications'to Ship Flow and Hull Form Design 

流れ場の CFD （計算流体力学）解析技術と SQP

（逐次2次計画法）と呼ばれる最適化手法を組み合わせ

た、 3次元物体の流体力学形状最適化手法を開発した。

この手法では、まず物体形状を設計変数と呼ばれる

パラメータで表現する。次に、各種の制約条件を満た

しながら、抵抗などの流体力学的な性能が最適になる

設計変数の組合せを探索する。最適化される流体力学

的な性能（目的関数）はCFDを用いて求める。また、

感度解析（設計変数に対する目的関数の感度係数を求

める手続き）のために、 Adjoint （ナビエ・ストークス

方程式に対する随伴方程式を解く手法）を用いた。さ

らに、形状変更に伴う格子変形の手法を組み込み、自

動最適化システムを構成した。

この手法を船体の抵抗最適化に対して応用した。単

純化のため、船体は多項式の組合せでその形状が表現

されるものとし、それぞれの多項式の重みを設計変数

とした。自由表面の影響を無視して粘性抵抗を目的関

数とし、排水量一定という制約条件の下で抵抗を最小

化する最適化問題とした。

初期形状（上）と最終形状（下）のまわりの圧力分布

図には、初期形状と最終形状のまわりの圧力分布を

示す。この場合、最適化によって粘性抵抗は約 5％低

減し、本手法の有効性を確認した。

Navier-Stokes Computations of Ship Flows on 

Unstructured Grids 

非構造格子による船体回り流れのナビエ・ストークス

計算

日野孝則

平成10年8月

Proceedings of 22nd Symposium on Naval 

Hydrodynamics 

CFD （計算流体力学）技術を複雑形状に適用する際

の問題点の一つは格子生成に要する労力が過大になる

ことである。この問題を克服するアプローチの一つが

非構造格子法であり、格子の並びや形状に規則性を要

求しないため、複雑形状のまわりの格子生成を柔軟に

行えると期待される。また、格子のトポロジ形状に関

する情報は格子自身が持っているため、流れ解析手法

が単純化されるという利点もある。

本研究では、船体まわり流れの解析に用いるために

非圧縮ナビエ・ストースク方程式を非構造格子上で数

値的に解く手法を開発した。本手法では疑似圧縮性を

導入したナビエ・ストークス方程式を有限差分法を用

いて離散化している。非粘性項は 2次精度の風上差分、

粘性項はやはり 2次精度の中心差分によって評価し、

時間積分は後退オイラー法により、連立方程式の解法

にはガウス・ザイデル法を用いた。また、乱流モデル

には JC-w-SSTモデルを採用した。計算結果の例として

舵付きのタンカー船型の船尾部分の格子と圧力分布を

図に示す。
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舵付きのタンカー船型の船尾部分の格子と圧力分布

An Unstructured Grid Method for Viscous Flow 

Computations around Complex Geometries 

複雑形状まわりの粘性流れ計算のための非構造格子法

日野孝則

平成10年10月

Proceedings of The 3rd International Conference on 

Hydrodynamics 

CFD （計算流体力学）手法を複雑形状に適用するた

めの有力なツールとして期待される非構造格子法を用

いて、ナビエ・ストークス方程式を数値解析する手法

について述べた。以前に開発した手法からの改良点と

して、空間離散化における粘性流束の評価の高精度化

を行うとともに、複雑形状に適用可能な乱流モデルで

あるんー (JJ-SST2方程式モデルを採用した。

本手法を船体まわり流れ計算の標準的なテストケー

スである、 HSVAタンカーまわりの流れシミュレーシ

ョンに適用した。結果として、これまで用いてきた 1
方程式乱流モデルよりも、実験結果により近い伴流分

布が得られた。しかし、実験結果と計算結果の間には

まだ大きな差があり、今後のさらなる検討が必要であ

ることが示された。
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HSVAタンカー船型の伴流分布（上：実験、下：計算）

An lmplicit/Multigrid Method for Incompressible 

Viscous Free Surface Flows 

粘性自由表面流れのための陰的多重格子法

日野孝則

平成10年11月

Proceedings of 6th Symposium on Nonlinear and Free 

Surface Flows 

CFD （計算流体力学）は流体工学の様々な分野で実

用的なツールとして用いられている。船舶流体力学に

おいては水面波が極めて重要であるため、自由表面を

扱えるCFD手法が望まれている。自由表面流れに対応

したナビエ・ストークス・ソルバーがいくつか開発さ

れているが、その多くは無限流体中の計算手法に比べ

て効率が悪い。非線形自由表面条件を扱うこと、格子

移動や格子の再生成が必要なこと、自由表面波の発達

に時間を要することなどがその理由と考えられる。言

うまでもなく、実用的なツールとしてはより高速な手

法が望ましい。さらに、近年、 CFDを利用した形状最

適化手法の研究が活発に行われている。この場合には

最適化サイクルの中で、 CFD解析は何百回も実行され

るため、非常に効率的な手法が求められる。

本論文では、船体まわりの粘性自由表面流れを高速

に解析する計算手法の開発について述べる。無限流体

に対する高速解法として開発した陰的多重格子法によ

るナビエ・ストークス・ソルバーを自由表面流れに対

応するように拡張した。非線形自由表面条件を考慮し
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て、力学的条件から速度と圧力に関する境界条件を導

出した。また、運動学的条件を有限体積法のコンセプ

トに基づいて離散化し、ナビエ・ストークス方程式と

同様に陰的多重格子法を用いることにより、効率のよ

い計算法とした。

シリーズ60船型に対して試計算を行い、効率及び精

度を確認した。図は、計算された波形の鳥轍図である。

レイノルズ数4.2_1X 106フルード数0.316であり、格子

は105X 25 X 57の計約15万点である。

実用船型の流体力学的形状最適化

Hydrodynamic Shape Optimization of Practical Ship Hull 

Forms 

日野孝則

平成10年12月

第12回数値流体力学シンポジウム論文集

陰的時間進行法と多重格子法による高効率のNSソル

バーと反復解法による感度解析法、および逐次2次計

画法による最適化手法を組合せて、 CFD(Computational 

Fluid Dynamics)を用いた形状最適化システムを構築し

た。この3次元形状最適化システムを実用的な船型形

状に適用するためには、一般的な形状に適用可能な形

状変更手法を組み込む必要がある。ここでは、原船型

の半幅に重み関数を掛ける形の単純な形状変更法を用

いて、実用的なタンカー船型に対して粘性抵抗を最小

化するように船型を最適化する数値実験を試みた。そ

の結果、今回のような比較的単純な形状変更手法を用

いても、約6％の粘性抵抗の低減が得られ本システム

の有効性が示された。下の図は、最適化サイクルにお

ける、粘性抵抗の履歴がある。約19回の反復で粘性抵

抗の小さい最終船型が得られる様子が分かる。
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CFD技術の最近の動向

Review on Recenet CFD Technology 

日野孝則

平成11年1月

日本造船学会誌第835号

粘性流体の運動方程式であるナビエ・ストークス方

程式の数値解法に関する技術の最近の動向をレビュー

した。

まず、特に設計ツールとしてのCFD技術に焦点を当

てて、 CFD技術の開発動向を概観する論文を紹介し、

船舶、航空、建築、機械の各分野におけるCFD技術の

現状について概説するとともに、要素技術として、

LES(large Eddy Simulation)、乱流モデル、多相流など

の研究動向を分析した。実用ツールとしてのCFD手法

に求められることは、 l)複雑形状まわりの、 2)複雑な

流れを、 3)短時間に解析することであり、それぞれ1)

格子生成、 2)乱流モデル、 3)計算効率と密接に関連し

ている。

船舶流体力学関連のCFD技術の実用化についても上

記のポイントがそのままあてはまる。船舶CFDに関す

る最近のレビューを紹介し、最近の研究動向および将

来展望を以下のように考察した。

1)複雑形状のための格子生成については、非構造

格子法と構造格子による複合格子法の両立がしば

らくは続くと思われる

2) 自由表面の扱いにおいては、大規模変形やトポ

ロジの変化を扱う必要があるので、現在主に用い

られている格子を自由表面に適合する手法

(Interface Fitting)から界面捕獲法(Interface

Capturing)へ移行するであろう。

3) CFDを用いた形状最適化については、実用化を

目指して今後も研究が継続していくことになるで

あろう。

最後に、現在活発に議論されている話題の一つであ

るCFDにおける不確かさに関する文献紹介を行なっ

た。
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く運動性能部＞

積分Green関数法によるradiation流体力の計算

Calculation of Radiation Forces Acting on Advancing 

Ships by Integrated Green's Function Method 

田口晴邦、渡辺巌

平成10年11月

西部造船会会報第97号

波浪中を前進しながら動揺する船体回りの非定常流

場の 1つである 3次元Green関数法では、一般的に水

線面付近の座標についてGreen関数を評価する際に数

値的な問題が生じ、精度の良い計算結果が得られない

ことが、最大の問題点とされている。この問題を解決

するために前報では、フーリエ積分型Green関数を用

いて特異点についてパネル面上の積分を先に行った後、

フーリエ型積分を実施して、 Green関数の評価を行う

方法（積分Green関数法）を提案した。本報告では、

前報に引き続き積分Green関数法に基づいて船体周り

の非定常流場の計算を行い、本手法の有効性について

検討した結果を報告する。

まず、核関数の数値計算上の問題や線積分項の取り

扱いなどの問題がない没水楕円体を対象に縦運動の

radiation流体力の計算を行い、岩下らの計算結果と比

較した。その結果、本計算法による流体力の計算値は

岩下らの計算値とほぼ一致しており、また、没水体が

水面に近づいても本計算法により安定した計算が行え

ることが明らかになった。

次に水面貫通物体であるmodi:fiedWigley modelを対

象に上下揺れのradiation流体力の計算を行い、 Delftエ
科大学で実施された実験結果と比較した。その結果、

本計算法による付加質量の計算値は、その船長方向の

分布も含めて実験値とよく一致していることが確認で

きた。一方、減衰力係数に関しては、動揺周波数が低

い範囲では、計算値は実験値に比較的近い値を示すが、

周波数が高くなると、計算値と実験値の一致度は悪く

なり、特に、船尾部付近の減衰力の分布に関しては、

計算値は実験値と全く異なる傾向を示す結果となった。

更に、線積分項の取り扱いに関連して水線面に接す

るパネルの大きさがradiation流体力の計算値に及ぼす

影響を調べた。その結果、今回計算を行ったmodified

Wigley modelの場合、水線面に接するパネルの大きさ

が喫水の1/10~ 1/1000の範囲では、上下揺れの付加質

量及び減衰力係数の計算値に大きな違いは見られない

ことが明らかになった。

(226) 

A Time-Domain Simulation Method ・for Hydroelastic 

Impact Problem 

流力弾性衝撃問題の時間領域シミュレーション法

谷澤克治

平成10年12月

Proceedings of the 2nd International Conference on 

Hydroelasticity in Marine Technology 

本論文は、時間領域の浮体運動非線形数値シミュレ

ーション法を拡張し、流体と弾性浮体との非線形相互

作用を時間領域でシミュレーションする手法について

論じたもので、理想流体の運動方程式、浮体の運動方

程式、弾性振動の方程式の 3つの方程式の連成問題を

加速度ポテンシャルを用いて定式化し、弾性体表面で

の加速度ポテンシャルに関する陰境界条件を導いてい

る。さらに自由表面が存在することによって生じる問

題を解決するための数値計算上の種々の技術について

記述している。例えば、弾性振動を離散化して解くた

めの弾性体の節点と流体運動を離散化して解くための

弾性体接水表面の節点位置は、自由表面が存在する場

合には接水表面が時々刻々変化するために一対ーに対

応させることが困難である。このような場合には何ら

かの内挿技術およびその逆操作を行う技術が必要とな

る。本論文ではCubic-BSplineを用いた内挿行列の求め

方を示すと共にその正則性について論じ、さらに陰境

界条件を導くためや弾性振動の加速度を求めるためな

どに不可欠な、内挿行列の逆行列を求める方法を示し

ている。一般に内挿行列は正方行列ではないため逆行

列は唯一ではなく、逆行列を求めることは必ずしも容

易ではない。内挿行列の場合は、行列のランクが一定

の条件を満たすようにすることで、 Moore-Penrose-

般逆行列と呼ばれる唯一の逆行列が求められるのであ

る。

本論文の後半ではこれらの数値計算技術を総合して

開発した 2次元の流力弾性問題の時間領域シミュレー

ションプログラムを用い、流力弾性衝撃のシミュレー

ション計算を結果を示している。

本論文で論じている手法は流力弾性問題を時間領域

でシミュレートするための一般的な方法であり、その

応用範囲は衝撃問題だけに止まらず、種々の問題に適

用可能である。
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Statistics of Heavy Weather Actual Ocean Wave Data 

in North Sea and Japan Sea with Reference to 

Abnormal Waves 

異常波浪に関連した荒天時実海域波浪データの統計一

北海および日本海一

冨田宏、沢田博史

平成11年6月

Proceedings of the Ninth (1999) International Offshore 

and Polar Engineering Conference 

海洋の実地観測は一般に人的、時間的、財政的のど

の面から見ても極めて困難である。海洋波浪の現地観

測もまたその例に漏れない。本研究ではノルウェー沿

岸の北海および日本海、由良沖において観測された実

地波浪データについての詳しい統計解析を行い、その

結果から近年世界各地で話題となっているいわゆる異

常波浪、およびその一例である Freak波の成因を考察

しようとするものである。

よく知られているように、波浪統計には短期統計

(20 ---30分程度）と長期統計 (100年程度）があり、

各々異なる種類のデータと手法を必要としている。こ

こではノルウェー理工科大学を介してSTATOIL社から

提供されて荒天時水位データ並びに当所海洋開発工学

部による日本海のデータについて短期統計を適用した

結果を示している。その際Gauss過程に基づく確率論

的手法が高波高時には十分でないことが再確認される

一方、波形データの解析からの直接ZeroDown Cross 

法によって求められた有義波高の値が、レーリー分布

を仮定し、スペクトルの 0次モーメントから理論的に

求められた有義波高と極めて良い一致を与えることが

示された。これは波高10m以上の荒天海面でも線形理

論が成立することを意味し、意外な結果である。

今回のデータが非常に豊富であることを利用し、短

期海象諸量の間の関係を求める多変量解析を行った。

その結果、異常波浪が水面の統計量（尖度： kurtosis)

と良い正の相関を持つことが見いだされた。同時にそ

れは有義波高とは負の相関を持ち、平均風速とは無相

関である等の新しい知見を得た。これはいわば中期統

計とでも呼ばれるべき新しい分野であり、今後結果の

蓄積、検定法の充実等を期するべきと思われる。

異常波浪の中でも極めて特異な現象である Freak波

は北海のデータ中では見いだされなかったが、日本海

のおよそ18万波の中に典型的な二例が発見された。こ

の不思議な現象を解明するには単に統計的以外に波の

本性に踏み込んだ理論的考察が必要である。

A Numerical Simulation Method of Hydroelastic 

Water Surface Impact based on Acceleration 

Potential 

加速度ポテンシャルにる流力弾性水面衝撃問題の一数

値計算法

谷澤克治

平成11年7月

Proceedings of FEDSM99 3rd ASME/JSME Joint Fluids 

Engineering Conference 

本論文は、時間領域の浮体運動非線形数値シミュレ

ーション法を拡張し、流体と弾性浮体との非線形相互

作用を時間領域でシミュレーションする手法について

論じたもので、理想流体の運動方程式、浮体の運動方

程式、弾性振動の方程式の 3つの方程式の連成問題を

加速度ポテンシャルを用いて定式化し、弾性体表面で

の加速度ポテンシャルに関する陰境界条件を導いてい

る。さらに自由表面が存在することによって生じる問

題を解決するための数値計算上の種々の技術について

記述している。例えば、弾性振動を離散化して解くた

めの弾性体の節点と流体運動を離散化して解くための

弾性体接水表面の節点位置は、自由表面が存在する場

合には接水表面が時々刻々変化するための一対ーに対

応対応させることが困難である。このような場合には

何らかの内挿技術およびその逆操作を行う技術が必要

となる。本論文ではCubic-BSplineを用いた内挿行列の

求め方を示すと共にその正則性について論じ、さらに

陰境界条件を導くためや弾性振動の加速度を求めるた

めなどに不可欠な、内挿行列の逆行列を求める方法を

示している。一般に内挿行列は正方行列ではないため

逆行列は唯一ではなく、逆行列を求めることは必ずし

も容易ではない。内挿行列の場合は、行列のランクが

一定の条件を満たすようにすることで、 Moore-

Penrose一般逆行列と呼ばれるユニークな逆行列が求

められるのである。

本論文の後半ではこれらの数値計算技術を総合して

開発した 2次元の流力弾性問題の時間領域シミュレー
ションプログラムを用い、流力弾性衝撃のシミュレー

ション計算を結果を示している。

本論文で論じている手法は流力弾性問題を時間領域

でシミュレートするための一般的な方法であり、その

応用範囲は衝撃問題だけに止まらず、種々の問題に適

用可能である。

(227) 
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く構造強度部＞

巡視船「てしお」の氷荷重による構造応答の計測

Full-scale Measurement of Structural Response to Ice 

Load oflcebreaker PM "TESHIO" 

岡修二、宇都正太郎、山田安平

泉山耕、成田秀明

平成10年12月

第14回寒地技術シンポジウム

寒地技術論文・報告集Vol.14

サハリン沖大陸棚の石油ガス開発プロジェクトが本

格化する 21世紀初頭には、オホーツク海の船舶航行が

質、量ともに飛躍的に拡大すると予想される。それに

伴い、当該海域における警備救援及び海洋汚染防止等

の業務に従事する砕氷型巡視船の重要性も益々高まる

と思われる。このため当所は海上保安庁装備技術部と

共同研究を実施し、今後建造される砕氷型巡視船の設

計・建造を目的とした基礎データ収集及び解析を実施

している。

本研究の一部として、砕氷型巡視船の氷荷重による

構造応答計測を主眼とした実船実験を実施した。実験

は平成 7年に就役した新鋭の砕氷型巡視船「てしお」

を用いて、平成10年2月に知床岬沖合の海域で行われ

た。計測項目は構造応答以外に、船体運動、推進性能

及び海氷の状況など極めて多岐にわたった。このうち

構造応答の計測では、船首部の肋骨、外板を中心に 5

箇所65点に歪みゲージを配置した。これにより各部材

に作用する応力状態の評価と氷荷重の推定に資する情

報を得た。試験時の航走方法としては連続砕氷試験、

ラミング砕氷試験及び平水中航行試験の 3種類を実施

した。

本論文では、氷荷重の比較的高いラミング砕氷時の

構造応答計測について報告するとともに、構造応答の

性質を考察した。主要な結論は以下の通りである。

1)船体と氷の接触による歪み応答は急峻なパルス状

の波形を有し、その持続時間は0.2秒程度である。停

船直前の歪み波形は氷縁突入直後に比べて持続時間

が長く、且つピークが大きい。

2)歪み波形の極値の分布は指数分布型とあり「すそ

の」の広い性状を有する。分布形状はワイブル分布

で近似できる。またその近似精度が良いことから、

最大期待値の推定ができる。

3)推定値をみると船首寄りの 3カ所を除けば概ね一

致した値となる。船首寄りでは氷荷重が比較的喫水

線に近い位置で作用し、後方ではその作用点が深い

位置にシフトすることが推測される。

4)船首近傍の構造応答の性質は前後加速度との相関

が比較的高い。

5)船首肩部の構造応答の性質は明らかに異なる。ラ

ミング砕氷時の平均的な歪みレベルは低いものの、

(228) 

時々特異な大歪みが発生することがある。

6)船首肩部の大歪み発生要因の一つにラミング砕氷

時の回頭運動が考えられる。

ばら積石炭船倉内の腐食を模擬した希硫酸環境におけ

る造船用鋼の腐食および腐食疲労

Corrosion and Corrosion Fatigue of a Ship Structural 

Steel in Dilute Sulfuric Acids Substituted for a Corrosion 

Environment of a Coal Cargo Hold 

小林佑規、田中義久、後藤英信、松岡一祥

平成11年5月

日本造船学会論文集 第185号

本報告では、ばら積石炭船倉内が酸性腐食環境とな

る状態を石炭滲出液により再現し、腐食速度、き裂進

展速度および腐食疲労に関する実験的検討を行った結

果について示した。ばら積石炭船倉内の腐食に関して

は、輸入炭からの滲出液が酸性になることを確認し、

その滲出液および希硫酸環境の腐食速度を求めた。腐

食疲労に関しては、希硫酸環境における腐食ピットか

ら疲労き裂が発生する力学的条件を求め、実海洋環境

の繰返し速度におけるき裂進展速度を検討した。また、

希硫酸環境における疲労強度に関しては、公称応力、

修正MIL-HDBK-5法の等価応力および応力拡大係数範

囲とき裂発生寿命の関係について、既報の海水腐食疲

労試験結果と合わせて検討した。以下、得られた主な

結論を示す。

(1)石炭を純水に浸漬し、浸漬時間が120時間以内であ

れば、その滲出液は、酸性濃度が時間とともに増加

し、 pH2.5程度に低下する。この酸性は、石炭中の

硫酸鉄によるものである可能性が高い。石炭を200

時間以上浸漬して滲出した液は、ほぼ中性の溶液と

なる。石炭からの酸性滲出液中における腐食速度は、

希硫酸環境の腐食試験で模擬できる。このことから、

酸性腐食環境における腐食速度とpHの関係が得られ

た。

(2)希硫酸環境の疲労強度Seq/Ne線図は、平滑試験片

の最大応力が下降伏点相当の等価応力Llyを境に折

れ曲がる。 Seq>Llyにおける線図の勾配は、大気中、

海水中および溶接基礎継手と変わらないが、 Seq<Lly

における勾配は海水環境より大きくなる。

(3)希硫酸pH4およびpH3環境のき裂進展特性は、海

水環境pH8.2とほとんど変わらない。希硫酸pH4お

よびpH2環境において、腐食ピットから疲労き裂が

発生する条件△Kcfはそれぞれ3.60および5.39MPa

• m1/2であり、腐食溶解が支配的となるき裂進展速

度はそれぞれ5.63X 10-1゚ および1.90X 10-9m/cycleと

推定される。

(4)き裂進展特性から得られる基本△ K/Nc線図△

K=CcNc-1/mは、定数Ccが応力集中係数Ktと直線関
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係Cc=CiKt+Czにある。その勾配C1は海水環境と希硫

酸環境ともほぽ等しく、 Cは希硫酸環境が海水環境

より小さい。

Fatigue Strength of Coated Steel Plate in Seawater 

海水中における塗装鋼板の疲労強度

小林佑規、熊倉靖、高梨正祐、

富士彰夫、北川正樹、小島正男

平成11年5月

Proceedings of the International Offshore and Polar 

Engineering Conference 

塗装鋼板の腐食疲労に及ぼす温度の影響および溶接

継手の腐食疲労に及ぽす塗膜厚の有効性を明らかにす

るため、人工海水中で腐食疲労試験を実施した。試験

片は、 NK規格KA32、板厚10mmのTMCP鋼であり、

溶接継手の応力集中を模擬するために、切欠き試験片

の応力集中係数を2.0とした。試験片は、 1日に 2回

散水し、 20日間大気中に暴露することで造船所での製

作工程の腐食状況を模擬した。試験片には、その表面

にタールエポキシ塗装を施工した。

主な試験結果は、次のとおりである。

(1)非塗装試験片の疲労強度は、海水中の方が大気中よ

り低下し、この傾向は長寿命域において顕著であっ
t9. 
‘-O 

(2)疲労強度低下に及ぽす温度の影響を25℃における

疲労強度低下との比（腐食係数Kc) として表すと、

40~60℃のKcは、 1.03......,1.13であった。このこと

は、塗装材の腐食疲労強度が高温で低下することを

示している。

(3)長寿命腐食疲労では、疲労き裂が大気中暴露による

腐食ピットから発生し、塗膜は疲労き裂発生後に破

壊した。大気中20日間の散水暴露では、腐食ピット

の深さが30-40μ mであった。腐食ピットからのき

裂発生を負荷応カレベルで見ると、高応力より低応

カの方が顕著に現れた。

(4)膜厚200と300μ mの試験片の腐食疲労強度は、非

塗装試験片の大気中疲労強度とほぼ同様であった。

膜厚が200μ m以上であれば、海水中の疲労強度は、

大気中とほぼ同等の疲労強度を保持している。

く機関動力部＞

Influence of Airborne-salt on Performance of Solid 

Oxide Fuel Cell 

固体酸化物燃料電池の性能に及ぼす海上大気中塩分の

影響

川越陽一、熊倉孝尚、 )1波江貞弘、

汐崎浩毅、中島康晴、千田哲也

平成10年11月

1998 Fuel Cell Seminar Program and Abstracts 

環境保全を考慮しつつ、エネルギーの有効利用を図

るための種々の研究が進められる中で、燃料電池は抵

公害、高効率の点から新しい発電装置として大きな注

目を受けている。燃料電池は定置式ばかりでなく、移

動用交通機関への適用の可能性を有している。当所に

おいては、電解質に固体酸化物(Yszを使用）を用いた
固定酸化物燃料電池(SOFC)を、舶用機関として適用す

る際の技術的な問題点を抽出しその対策を検討するた

めの実験的研究を行っている。海上、あるいは沿岸で

燃料電池を使用する際に海上雰囲気に含まれる塩分の

セル（燃料電池において直接発電を行う役割を担う部

分をセルと称し、電解質と空気側、燃料側の各電極か

ら構成される）への影響が懸念される。塩分がSOFC

に及ぼす影響を実験によって明らかにしておくことは、

SOFCを舶用動力源として設計・使用する際に重要で

ある。本論文はセル発電体に及ぼす塩分の影響を調べ

た結果を整理したものである。

結果をまとめると、 1)本実験で実施した250時間

程度の試験では、塩分は発電性能に悪影響を及ぽさな

い。またセル材料への影響も無視できる。 2)塩分は

セルの電圧を増加させる効果がある。その程度は塩分

の濃度が高いほど顕著であり、実海上空気中の塩分濃

度では非常に小さい。 3)空気中への塩分供給を停止

すると電圧上昇分は無くなり、もとの電圧値に戻る。

4)塩分蒸気は空気極内部に浸透する。 EPMA測定に

よる元素分布から、ナトリウム分子の一部は電極内に

在留するが、塩素分子は残らない。これらの結果から

塩分添加によるセル電圧増加について考察を加えた。

(229) 
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舶用燃料油の単一液滴の燃焼時間

Burning Time of Single Droplet of Marine Fuel Oils 

羽鳥和夫

平成10年11月

日本舶用機関学会

第61回学術講演会学術講演論文集

舶用デイーゼル機関において燃焼に起因すると考え

られる各種の問題を解決するには、燃焼の基礎研究と

して、燃料油の燃焼過程を解明することが重要である。

本研究では、舶用燃料油の単一液滴を高温静止空気

中で着火、燃焼させ、液滴の燃焼時間を調べた。実験

ではC重油相当のものを 8種類、軽質油を 4種類、計

12種類の燃料油を用いた。

単一組成燃料や軽質燃料の場合、燃焼中の液滴直径

の二乗値は直線的に減少し、この直線の傾きを用いて

燃焼割合を示すことができる（d二乗則）。これに対し、

c重油の燃焼や、空気温度が高い場合における軽質油
の燃焼においては、燃焼中に液滴直径が増加するため、

d二乗則は成立しない。このため、本報告では、単一

液滴の燃焼時間が初期直径の二乗値に比例することを

確認し、この結果から、初期直径が1.6mm （初期直径

の二乗値が2.56mm2)に相当する液滴の燃焼時間を求

めた。

単一液滴の燃焼時間は空気温度が上昇するにつれて

増加し、空気温度950K付近で最大値を示す。さらに空

気温度が上昇すると、燃焼時間は僅かに減少する。こ

の現象は高温空気中における液滴直径の変化を調べる

ことにより説明できた。前者は空気温度が上昇するに

つれて着火遅れが小さくなることによる着火時の液滴

直径が大きくなるため、後者ば燃焼中に液滴直径が増

加して燃焼中の蒸発量が増加することによる。

液滴の燃焼時間が着火遅れの影響を受けない、空気

温度950K以上の結果を用いると、燃焼時間と燃料油の

密度や動粘度に対して相関性は得られなかった。燃焼

時間は燃料油が異なってもある幅を持ってほぼ一定値

を示すと考えられる。
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A Study on Fluid Transient in the Emergency Valve 

Closure of Crude Oil Loading Equipment 

タンカー原油陸あげ時の緊急送油停止による水撃現象

汐崎浩毅、綾威雄

平成11年7月

Proceedings of the 3rd ASME/JSME Joint Fluids 

Engineering Conference 

原油タンカーを海上バースに係留し荷役作業中に、

強風によって船がバースを離れてローデイングアーム

が切断され、原池が海上流出するという事故がかつて

東京湾で発生した。

こうした事故の防止のため、ローデイングアーム先

端のカップラ一部に緊急遮断弁を設け、風で船体が動

き出す等の緊急時には、遮断弁を閉鎖したのちカップ

ラ一部を切離すという機構が開発された。

しかしながら、遮断弁を短時間で閉鎖する際には、

主に弁の前後に空洞が生成し（液柱分離現象）、再びそ

れが消滅する際に弁や管路に大きな水撃圧力を生じる。

条件によっては管路破壊に至る危険もあり、特に長さ

10km程度の海底管路部において破壊が生じた場合には

被害が甚大である。

本研究は、こうした系の水撃現象について解析した

ものである。また、同時に簡便かつより安全な水撃防

止装置を考案し、その性能について述べている。

主な結果は以下の通り。

(1)設備の建造・使用条件によっては、水撃圧力は管路

耐圧を越えることがあり得る。大きな水撃圧力の発

生を防ぐには、ローデイングアームの緊急遮断弁と、

陸上タンク内の原油液圧の高低差が特に重要なパラ

メータである。また緊急弁閉鎖途中でカップラーが

切断されるようなケースでは、油流出を防ぐため速

やかに弁を閉めると、かえって大きな水撃圧力を生

じ危険な場合がある。

(2)現在数億円規模の水撃防止装置が使われているが、

新たに提案した装置ははるかに簡便であり、また従

来の機構が現象をゆるやかにすることでピーク圧を

緩和するのに比べ、油を外部系統に解放することで

直接的に圧力を減じるため、安全性もより高い点が

特長である。
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船舶からの大気汚染物質

一「船舶排ガスの地球環境への影響と防止技術の調査」

委員会報告書の概要一

Air Pollutant from Ships 

-Summary of Committee Report on the Study on Global-

Environmental Effect by Exhaust Gas from Ships and its 

Preventing Technologies-

波江貞弘

平成11年7月

日本内燃機関連合会講演論文集

船舶からの大気汚染防止に関しては、国際海事機関

(IMO)により 1997年9月にMARPOL条約新付属書VI

が採択された。また、 1997年12月に開催された地球温

暖化防止京都国際会議(COP3)では、大気汚染防止につ

いての世界的な排出削減数値目標が初めて合意され、

「京都議定書」が採択された。一方、近年、大気汚染防

止に関する諸技術の進歩や世界経済の大きな変化があ

った。

このような背景から、「船舶排ガスの地球環境への影

響と防止技術の調査」委員会（シップ・アンド・オー

シャン財団、委員長芝浦工業大学平田賢教授）にお

いて、船舶から排出されるNOx、SOx、CO2、HC等

の大気汚染物質排出量の算定、船舶排ガスに関する規

制動向、及び大気汚染物質の排出量削減技術に関する

調査が実施され、その成果が報告書にまとめられた。

本報は、上記委員会の委員として、その概要、特に大

気汚染物質排出の現状について述べたものである。結

論として、以下の事項が得られている。

(1)排ガスの算出方式には、 IMO方式、環境庁方式、

IPCC(Intergovemmental Panel on C血 ateChange)方式

の3種類がある。日本全体や世界全体の排出量を算定

するには、燃料消費量から排出量を算定するIPCC方式

が適している。（2)環境庁のNOx規制マニュアルの排

出係数は他の調査やIMO規制値と比較して小さく、現

状の排出状況を表現するのに必ずしも十分でない。燃

料使用量については、従来の算定式が妥当なものであ

る。 (3)国内の舶用機関メーカーに対する調査で、主に

NOx排出係数についての知見を得た。また、国内にお

いてNOx、SOx、CO、CO2,PMに関して実船調査を

行った。陸上での試験結果より 5~10％程度高めの排

出濃度が観測された。 (4)日本国内、国内周辺、世界全

体という 3つのカテゴリーにおいで燃料消費量を細か

く推定した。従来、算定が曖昧であった漁船、ハーバ

ータグボート、プレジャーボートの燃料消費量につい

ても調査を行った。 (5)船舶からの大気汚染物質排出

量を表にまとめた。

＜材料加工部＞

船舶の損傷事故と安全管理技術

Failure Accident and Safety Engineering for Ship 

前中浩、亀山道弘

平成10年10月

日本材料学会

第92回破壊力学部門委員会講演会資料

「社会資本の安全管理」と題して原子炉施設、鉄道

車両、船舶、航空機が検討されることになり、最近の

大型船舶の海難事故に関する事故調査及び関連研究の

成果が船舶の安全確保にどの様に反映されてきたかを

まとめた。

大型鉱石運搬船ぽりぱあ丸(1969.1)の損傷沈没事故以

来、我が国の東方海上において冬季の厳しい海象条件

下で多数の大型船舶が海難事故に遭遇した。このうち、

尾道丸の折損沈没事故(1980.12)に関連して、「異常海

難防止システムの総合研究開発(1982~ 1986)」が実施

され、気象庁及び運輸省の関連研究所が調査研究を分

担して野島崎沖の海域に発生する異常波浪、荒天下を

航行する船舶の波浪衝撃特性及び船体強度特性を明ら

かにした。大型タンカーの衝突・座礁による油流出事

故に関連して、「タンカー構造の衝突・座礁時の破壊予

測の研究(H3~ H8)」が造船業基盤事業協会で行われ

た。オランダにおける小型タンカーの衝突・座礁実験

及び船体構造部材の破壊実験結果を基に衝突・座礁シ

ミュレーションシステムが開発された。 1990年頃から

高齢ばら積み船の腐食衰耗による全損沈没事故及び大

型船舶の疲労き裂による損傷事故が多発し、各国船級

協会による損傷調査、日本造船研究協会による SR220

「バラストタンクの腐食疲労に関する研究(1993~ 

1996)」等が行われた。当所においても、「船体の寿命

評価技術に関する研究(1996~ 2000)」を実施し、腐食

や疲労による構造部材の劣化・損傷に関するデーター

収集と評価法の検討を行い、新造船に対する寿命設計

及び現存船の検査に関する研究を行っている。

船舶の安全確保及び海洋汚染防止については、国際

海事機関(IMO)の場で国際条約によって基準が定めら

れており、船舶が登録されている国によって国際基準

に従って検査される。これら国際基準には加盟各国で

行われたこれまでの船舶事故の調査結果や関連研究の

成果が反映されている。しかし、便宜置籍船の増加で

国際基準を下回る性能の船による海難事故が増加して

おり、寄港国による外国船舶の検査を強化する機運が

強まっている。

(231) 
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テーパ接触部の力学的挙動に関する研究

第 1報接触部の表面粗さと摩擦係数の関係について

Stress Analysis and Experimental Study of Friction on 

Tapered Joint Surlace 

1st Report,Effect of Surlace Roughness 

高井元弘

平成10年11月

日本舶用機関学会

第61回学術講演会学術講演論文集

主機関からプロペラヘ動力を伝達する軸系部材間の

接続には、テーパ押込み式や焼嵌式など接触面の摩擦

力を利用したトルク伝達方式が使われている。キーや

継ぎ手ボルトを用いた方式に比べ、構造が簡単であり、

応力集中が小さく、強度的な信頼性が期待できる。し

かし、摩擦伝達部における現象を直接観察、検出する

ことができないことなどにより結合部の設計、工程管

理は経験的な手法により行われる傾向にある。ガスタ

ービン主機のような高速機関では、高速かつ軽量な回

転軸の採用が有利であり、また、軸系の軽量化のため

内外径比の大きい中空軸が採用される傾向にある。さ

らに、ボス比の小さいプロペラ装置のキーレス化が進

められている。これらの部材で十分な伝達能力と強度

的な信頼性を確保するためには接触面における摩擦力

と表面状態の関係や接触面の力学的挙動を明らかにし、

より合理的な設計を行う必要がある。

本報告では、まず、テーパ接触部の表面粗さと摩擦

挙動の関係を明らかにするため、テーパ接触部の表面

祖さを変えたモデル試験片を用いて、押込み試験、ね

じり試験を行い、 FEM解析結果と合わせて、テーパ接

触部の摩擦部の摩擦特性について検討した結果につい

て述べた。モデル試験片のボス部はプロペラ材料であ

るAIBC3および軸材料である SF440Aにより、また、

テーパ軸部の材料はSF440Aにより製作した。ボスおよ

びテーパ軸のテーパ部はそれぞれ粒度の異なる 3種類

の研磨紙で最終仕上げを行い、レーザ顕微鏡により軸

方向、円周方向の粗さを光学的に測定した。押込み試

験時の摩擦係数は、ボス部接触部内面のFEM応力解析

結果に基づき求めた。摩擦係数に関しては、表面粗さ

の影響は比較的少なく、ボス内面で塑性変形を起こす

ような大きな押込み量の場合は、摩擦係数が増加する

傾向があるなどの結果が得られた。

(232) 

鋼板上への鋼球落下における反発係数と板厚の相関に

ついて

Relationship between a Coefficient of Rebound and Plate 

Thickness 

Measured by Steel Ball Drop on a Steel Plate 

島田道男、吉井徳治、成瀬健

平成11年5月

日本非破壊検査協会 平成11年春季大会講演概要集

高齢船舶の安全確保には、腐食した部材劣化度の定

量把握が大切であり、超音波厚さ計測やハンマリング

による検査が行われている。前者は検査面を平滑化す

るためのグラインダ処理が必要で適用性が良くない。

また、後者はハンマーで叩いたときの音響から経験的

に判断するので、定量性に乏しい点に問題がある。適

用性に優れた定量的評価法が求められている。

そこで、新しい板厚推定法を開発するため、鋼板上

に落下させた鋼球の反発挙動を調べる計測装置を用い

て、鋼球の反発係数や接触時間を実験的に求めた。鋼

球径20、30、40、50mmの4種、鋼板厚さ 10、16、

22mmの3種、落下高さ 8、16、32mmの3種で計測

実験を実施した。鋼板は井桁状の補強材を裏面に隅肉

溶接した lmXlm角のSS400鋼板である。

反発係数は、補強材位置では大きく、補強材から離

れると低下した。補強材から 100mm程度以上離れると、

反発係数は板厚と鋼球径で定まる一定値に収敏した。

ただし、鋼板が厚く、鋼球が小さいときには補強材位

置と 100mm以上離れた位置での反発係数がさらに小さ

くなる場合があった。

また、接触時間は一般に測定位置の影需が小さかっ

たが、鋼板が薄く、鋼球径が大きい場合には、接触時

間が増大する傾向が見られた。この現象を接触要素を

用いた有限要素解析によってシミュレートしたところ、

補強材から離れると、鋼板の鋼球に対する剛性が低下

し、大きな鋼球を短時間で反発できなくなる現象が見

られた。また、接触時間が最大の位置では、鋼板に誘

起される振動成分が増し、鋼球を 2度叩いてしまう現

象が生じ、さらに補強材から離れた位置では、 1回目

の接触のみとなり、かえって接触時間が減少すること

が確かめられた。

予稿集では、紙面の節約のため紹介できなかったが、

反発係数と測定位置の関係を有限要素解析でシミュレ

ートし、実験と同傾向の関係が得られることを確かめ

た。ただし、反発係数の大きさは有限要素解析での値

が大きかった。実験では、鋼板表層部に生じる塑性変

形にエネルギーが消費されるためと考えられた。

反発係数は、測定位置および鋼球径を適当に選べば、

補強材の影響から免れて板厚推定に利用できるパラメ

ータであることが分かった。
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Effect of Grain Size on the SlidingWear and Friction 

of Alumina at Elevated Temperatures 

アルミナの高温すべりの摩擦磨耗における結晶粒径の

影響

千田哲也、安田榮一

梶正己

Richard C.Bradt 

平成11年6月

J oumal of the American Ceramic Society 
Vol.82,N0.6 

結晶粒径が3.4μ m から 11.6μ m の範囲で異なる3

種類のアルミナについて、室温から 1000℃までの範囲

で摩擦摩耗特性を調べた。アルミナは1000℃レベルの

高温で摩耗がほとんどなくなり、これが表面層の塑性

変形により脆性的な破壊が抑制されるためであること

が知られている。摩擦係数を連続的に測定すると 500

℃から 1000℃の範囲で温度が上昇するのにしたがって
低下したが、その温度依存性は2つの領域に分かれた。

すなわち、 700℃までは温度の上昇に対して摩擦係数
の低下は10-3/℃程度と急激であったが、 700℃以上で

は10-5/℃と緩やかになった。この変化は、脆性破壊か

ら塑性変形への摩擦面挙動の変化に対応するものと考

えられる。粒径の大きな試料の場合に摩擦係数が少し

高いものの、脆性から塑性への挙動の変化を含め摩擦

係数は粒径に強く依存することはなかった。

一方、脆性破壊領域である室温と 600℃における比

摩耗量は、結晶粒径が大きくなるほど増加した。摩耗

面の詳細な観察から、摩耗機構はおもに粒界の微小破

壊によるものと判明した。これは、ダイアモンド圧子

によるアブレシブ摩耗の傾向とも一致し、アルミナの

磨耗が粒界のミクロ破壊に支配されるというメカニズ

ムを支持する結果であった。 1000℃では比摩耗量は非

常に小さくなり、したがって粒径依存性も明確ではな

くなった。摩擦面には微細粒子からなる表面層が形成

されていた。この表面層の粒径と、摩擦面温度とひず

み速度から求められるZener-Hollomonパラメータとの

関係をプロットすると前報で報告した対数表示での直

線に一致し、前報で提案した動的再結晶による表面層

の形成という高温摩擦機構を支持する結果が得られた。

二振動子探触子による腐食部材板厚評価特性の検討

Investigation on Thickness Measurement Characteristics 

of Corroded Steel Plates using a SE Probe 

島田道男、吉井徳治、成瀬健

平成11年7月

日本非破壊検査協会

平成11年度第2回新素材の非破壊評価特別研究委員会

資料

高齢船舶の運行が世界的に増加傾向にあること、お

よび海難事故が大きな環境破壊をもたらす恐れがある

ことなどのため、船舶の構造健全性を確保するための

検査が強化される方向にある。高齢船舶では、腐食衰

耗による板厚減小が船体構造劣化の大きな要因であり、

船体の腐食部材に対する超音波厚さ測定の重要性も増

している。

しかし、板厚測定は多くの手間・費用を要する作業

であることが、十分な測定点数を確保する上での障害

となっている。板厚測定は、超音波厚さ計によって行

われるが、腐食生成物と腐食によって生じた凹凸を取

り除くためのグラインダ掛けが必要なことがその一因

である。

当所は、近年日本海で折損事故を起こしたナホトカ

号の船体構造部材について、板厚測定を行う機会を得

た。そこで、超音波厚さ計を用いた腐食部材板厚測定

法改善の資料を得る目的で、板厚測定実験を実施した。

ナホトカ号から採取した複数の腐食試験片について、

錆を落とした状態で、二振動子探触子による超音波厚

さ測定、ダイヤルゲージによる厚さ測定、水浸超音波

法により表面あらさ測定を実施し、腐食によって生じ

た凹凸が超音波厚さ測定に与える影響を調べた。錆を

落とした凹凸状態の試験片でも、二振動子探触子によ

る厚さ測定が適用できることが分かったが、本試験片

では、厚さを0.6---1.5mm過大評価することが分かっ

た。また、表面の粗さは超音波厚さ測定値を増大させ、

裏面の荒さは超音波厚さ測定値を減少させ、その程度

は前者が後者の4倍であることが分かった。

この結果は、錆を落とした腐食面からの板厚測定は、

板厚を過大評価するもので危険側であるし、無視する

にはやや大きな誤差を有していることを示している。

グラインダ掛けを省略し、腐食凹凸面から厚さ測定す

るには、誤差を小さくする工夫が求められる。

(233) 
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溶射皮膜における熱衝撃劣化部の超音波探傷画像によ

る評価

Evaluation of Thermal Shock Damaged Plasma Sprayed 

Coatings Using illtrasonic Immersion Technique 

島田道男、吉井徳治、秋山繁

平成11年7月

可視化情報学会

第27回可視化情報シンポジウム講演論文集

Vol.19 NO.l 

熱機関の効率向上、宇宙往還機や核融合炉を実現す

るため、プラズマ溶射皮膜の耐熱性向上を目的とした

研究が行われている。皮膜組成を表面のセラミックス

から界面の金属組織に徐々に変化させる傾斜機能材料

化は、界面に発生する熱応力を低減し、熱応力破壊特

性を改善できるので、大きな期待が寄せられている。

熱応力破壊特性を調べるため、短時間レーザー照射

による急速な加熱冶却過程で大きな熱応力を発生させ、

皮膜を破壊するレーザー熱衝撃試験が行われている。

結果の判定は表面上の割れや性状変化を観察すること

によって行うが、内部の割れや界面剥離等の詳細な評

価を行うためには、試料の切断等の作業が必要であり、

必ずしも容易でない。

そこで、超音波を用いて非破壊的に熱衝撃部の劣化

状態の評価を試みた。試料としては、組成を表面から

界面に向けて8YSZ(Zr02-Y: 0 1 8%）からNiCrAlYへ連

続的に変化させたFGM皮膜試料、 7:3混合皮膜試料お

よび8YSZ単層皮膜試料の 3種を用い、レーザー出力

720W、540W、360W、180Wでそれぞれ 1秒間の熱衝

撃を加えた。熱衝撃劣化部を水浸超音波探傷（探触子

は周波数35MHzおよび15MHz、集束距離12.7mmお

よび25.4mmの2種）し、得られた探傷画像と、試料

断面を走査電子顕微鏡で観察した結果を比べた。

FGM皮膜試科では表面性状の変化はなかったが、他

の試料では表面が溶融平滑化したり発泡盛り上がりを

生じるなどの現象が見られ、 FGM皮膜試料の耐熱性が
優れていることが分かった。これらの表面性状の変化

は表面エコー画像に認められたが、表面割れは溶射皮

膜特有の表面荒さに邪魔されて表面エコー画像には表

れなかった。

7:3混合皮膜試料および8YSZ単層皮膜試料では、皮

膜内部の層間剥離に伴うエコー高さ低下が溶射皮膜を

透過した底面エコー画像に認められた。 FGM皮膜試料

では層間剥離はなく、一部縦割れに伴うエコー高さが

部分的に低下した領域、および超音波伝播速度が劣化

域で増大することが観測された。また界面エコー画像

から界面の劣化状態が判断できることが分かった。

(234) 

く装備部＞

Effects of Vibration Reduction in Cabins with a New 

Floating Lining System at Trial Run 

新方式防振内装船室の公試運転時における振動低減効

果

原野勝博、今里元信、藤井忍

平成10年11月

Proceedings of the 1998 International Congress on 

Noise Control Engineering 

筆者等は、新方式防振内装法の設計概念を提案し、

その有効性をモデル実験で既に確認した。最近建造さ

れた練習船“青雲丸”の一室にこの方式が試用され、

同船の公試運転時に振動・騒音を計測し、その効果や

問題点を調べた。本報告は、新方式防振内装法の設計

概念と、模型実験結果とを総括し、実船における同内

装法の仕様の詳細と、公試運転時の計測結果を述べた

ものである。

モデル実験と実船実験の結果には、大きな差異があ

った。その原因の一つは、実船では浮床の防振効果が

予測値よりかなり小さかったことである。新方式防振

内装の防振効果は、実船では期待した程の効果は得ら

れなかったが、床面の振動レベルを下げること、内装

パネルの振動減衰性能を上げること、さらに天井の防

振ハンガーの改良により、さらに防振性能をあげるこ

とが可能である。浮床の振動レベルを低下させること

は、浮床の面密度を大きくすること、クッション層を

厚くすることで容易に達成できるが、実船では軽量で

かさばらない床が望まれており、防振効果が高くてか

つ軽量で薄いという相反する利点を有する浮床を開発

することが必要となっている。

船舶の建造工程における LCI解析

Application of Life Cycle Inventory Analysis to 

Shipbuilding 

亀山道弘、木原洸、福元正明、

千田哲也、城田英之、平岡克英

平成10年12月

日本機械学会

第7回交通・物流部門大会講演論文集

製品のライフサイクルにわたる環境への影響を評価

するLCA(LifeCycle Assessment)がIS014000シリーズ

の普及と共に産業界に広がりを見せている。日本では

多くの資源やエネルギー等を海外から船舶により輸入

するため、製品の LCI解析(LifeCycle Inventory 

Analysis)では、船舶による輸送を考慮する必要がある。

しかし、数十万に及ぶ素材や部品を使用して建造され、

様々な環境で運航される船舶のライフサイクルは複雑

であり、船舶自体のLCI解析は未だ本格的に実施され
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ていない。そのため著者等はモデル船を対象に船舶の

建造、運航及び解体にわたる船舶のLCI解析の第一歩

として、モデル船とその建造工程におけるイベントリ

ー解析を行った。

解析の対象としたモデル船は単底構造の載荷重量

(DWT)約87,000トンのタンカーとした。モデル船の船

体重量のうち、鋼材や大型鋳鍛造品等の船殻重量が約

77％または主機関等の艤装重量が約23％を占めてい

る。造船所の建造工程を設計、切断、曲げ、溶接、運

搬、塗装、据付等の主な作業プロセスと使用する素材

や部品のフロー図としてまとめた。また建造工程全体

で使用する素材や部品の種類と重量、電力や酸素ガス

等の使用量及び鉄スクラップの発生量等の造船所にお

ける調壺結果を示した。

一方、建造工程で消費する電力の大部分は溶接作業

によるものと考えられる。そのため、溶接作業を建造

工程の代表的な作業として市販の解析ソフトを使った

LCI解析を行い、船舶建造作業における CO2の排出量

の概略値を得た。

これらの調査や解析の実施を通じ、船舶の建造工程

におけるインベントリー解析を行う場合の課題が以下

のように明らかになった。

(1)船舶に使用される厚板鋼材等の素材や主機関等船

舶に使用される部品の製造に関するインベントリー

データ並びに溶接等の建造工程での作業プロセスデ

ータは、現時点ではデータベースとして整備されて

いない。

(2)船舶に使用する素材や部品の種類及び数量は企業

機密に属し、一般には公開することはできないため、

インベントリー解析の実施には船主及び造船所の協

力が必要である。

(3)船舶の建造工程は作業プロセスの作栗量（プロセ

ス量）が明確ではなく、建造作業に伴う環境への排

出物の量を解析することは困難である。

(4)船舶のライフサイクル全体のLCI解析の実施では、

エネルギー消費の観点からは運航が大きな割合を占

めることから、運航条件を的確に考慮することが重

要となる。

ケミカルタンカーにおけるベンゼン積み込み作業時の

排出濃度

Concentration of Benzene Emitted from Chemical 

Tanker During Loading Operation 

間島隆博、山口勝治、藤井忍、

山之内博、坂本真二

平成10年12月

日本機械学会

第7回交通・物流部門大会講演論文集

ベンゼン等揮発性物質は岸壁での荷役作莱中及び海

上輸送中に蒸発し、ガスとなって船舶から大気中に漏

出・排出されているが、低濃度のベンゼンガスであっ

ても慢性的に暴露されると白血病の原因になると懸念

されている。しかしながら、ケミカルタンカーでは

100％に近いベンゼンを大量に取り扱うことから、乗

組員、荷役従事者及び周辺住民への影響が危惧されて

いる。

ケミカルタンカーの荷役、輸送サイクルは、積み荷

役、航海、揚げ荷役、タンククリーニングの 4つに分

類できるが、今回はその中で、積み込み作業時の排出

濃度について実船計測を行った。

対象船舶は国内のベンゼン輸送で最も多く使用され

ている499GTケミカルタンカーとした。このタンカー

は左右2タンク、前後方向に 4タンク、計8タンクを

有し、約1,000トンのベンゼンを積載する能力を持つ。

また、タンクの排気管は甲板中央に設置された 4タン

ク共通、 2本のベントポストに集約されている場合が

多く、最終的にここから排出が行われる。排出ガスは

ベントポストに設置されているドレンコックから採取

された。計測対象となるタンクは 1本のベントボスト

が4タンク共通に使用されているため、他のタンクか

らの排気ガスの影響を受けない最初に積み込まれるタ

ンクを対象とした。また、採取はタンク内の液面高さ

がある設定高さになった時に行った。（タンク形状が直

方体、積み込み流量はほぼ一定であるため、排出濃度

の時間履歴が得られることになる。）この測定結果から、

排出濃度は積み込み直後は低く、液面がタンク天井付

近まで上昇すると急激に増大する結果が得られた。。ま

た、計測値を指数近似で表し、得られた曲線を積分す

ることより 1タンクあたりの総排出量を得た。

また、タンク内の蒸発ガスの拡散を一次元の拡散方

程式を用いて表現した簡易的な排出濃度、排出量推定

法を提案した。この手法により計測した条件について

解析を行うと、計測結果と同様、液面の上昇に伴い急

激な濃度の上昇がみられた。また、拡散係数の比較か

ら80％程度が移流による拡散、残りの20％程度が分子

拡散であったという結論を得た。また、この推定法に

よると積み込まれるペンゼン液の温度が排出量、排出

濃度に大きく影響することが分かった。この簡易推定

法により、排出メカニズムが明らかになり、ベンゼン

の排出量低減に対する有効な情報が期待できる。

(235) 
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Withdrawal of Highly Viscous Oil and Oil Layer at a 

Moving Barrier 

高粘性油の回収と移動堰部の油層

上田浩一、山之内博、藤井忍、前田利雄

平成11年6月

Environment Canada,Emergencies Science Division 

Proceedings of 22nd Arctic and Marine Oilspill Program 

Technical Seminar 

1997年1月に起こったナホトカ号の油流出事故では

流出油を海洋で回収することができず多くの油が海岸

に漂着し、被害を多くした。回収が困難になった一つ

の要因は油が高粘性になり回収することができないこ

とであり、もう一つの要因は高波浪のためである。三

国町で 1月14日に採集された45％の水を含んだ油はC

重油のエマルジョン油と同じ程度の粘度であったが、

片岩で 1月31日に採集された69％水分のエマルジョン

池はC重油のエマルジョン湘の10倍の粘度であった。

流出池の回収に関して、流出油の粘性は流出直後の低

粘性から、流出から長時間経った後の高粘性の範囲ま

で広い。 C重油やC重油と水のエマルジョンの表面張

力は25℃から45℃までは約0.03N/mであった。 25℃

から温度が下がるにつれて表面張力も小さくなり、含

水率の多いC重湘のエマルジョン程、表面張力は小さ

くなった。表面張力は 5℃以下では測定できなかった。

油水の界面張力は低粘性油程小さく、したがって低粘

性の油はBrawnらの報告に見られるように、水流のあ

るところの堰き止め油層の界面で油滴になりやすい。

高粘性の油では油水の界面張力の粘性に比べて、回収

や堰き止めに関しての影響は少ない。低粘性の油は吸

引することができ、そして回収できる。しかし高粘性

の洲は回収や移送され難い。実際の海では油回収機の

性能は高波高により低減する。したがって高粘性の油

を回収することと、波浪下でも回収できる必要がある。

この研究では、高粘性油に関して、網ベルトによる

回収方式が検討された。回収装置により流れが妨げら

れる場合には、湘層が回収部まで流れない。波浪があ

る時波は回収部で反射される。そこで油は前方へ流さ

れてしまう。しかし網ベルトによる回収装置の場合に

は、水流が網を通過して流れ、油は網ベルトに到着す

る。回収網ベルトを用いることにより、波が網ベルト

を通り抜け、反射されることなく、浮遊油層がうまく

網ベルトで回収され、低粘性油の場合には、その油は

網ベルトを通り抜け、堰で堰き止め、吸引回収する。

そこで移動堰前の油層についても調べた。

(236) 

くシステム技術部＞

3D-VR Plant State Expression with See-Through -

Type Head Mounted Display 

for Human Interlace in Plant Control Operation 

プラント運転のヒューマンインターフェイスのための

透過型ヘッドマウントデイスプレイによる3D-VR表現

沼野正義、宮崎恵子、田中邦彦、

福戸淳司、松倉洋史、丹羽康之

平成10年10月
Proceedings of 1998 IEEE International Conference on 

Systems, Man, Cybernetics 

原子カプラント等の大規模かつ複雑なシステムは、

熟練したオペレータチームによって安全かつ効率的に

運転されている。しかしながら現在では、オペレータ

のヒューマンエラーを防止するために様々な自動化シ

ステムが取り入れられている。

自動化システムは、設計時に考慮された事象に対し

ては有効に働くが、自動化システムが対応する範囲を

超えた事象が発生した場合は、人間のオペレータの適

切な対応が求められている。この際には、オペレータ

は、訓練によって培われたプラントの構造や動作に関

する理論的な理解に基づいて、現状を推定し適切な処

置を施す。人間が陥りやすい「見落とし」、「思いこみ」

等を防止するためには、理論的な理解と同時に、視覚

的および感覚的な経験に基づく理解が重要である。プ

ラントの運転に際しても、視覚的および感覚的な経験

に基づく理解をもたらすヒューマンインターフェイス

は、エラーを防止する観点で重要であると考え、従来

の制御パネルやデイスプレイに加えて、プラント情報

を現場感覚で捉えることのできる3D-VR表示を通して

人間に与える手法を提案する。プラントの 3次元的形

状の上に、温度、圧力等の状態量そのものや時間微分

値等を色で表示するとともに、流量等の流体の状態量

は、管路内等パーティクルを表示して、その動きで表

現することとした。これらは、透過型ヘッドマウント

デイスプレイを使用することにより、容易に従来の運

転制御システムと併用することが可能である。

また、オペレータチームによる運転における協調や

役割分担を果たすために、 3D-VR空間内でのポインタ

ーは的確な情報交換の支援として有効である。同時に、

プラントを制御するための操作入力、例えばバルブの

開閉においては、現場のアクチュエータの動きやプラ

ント状態量の遷移を遠隔操作入力端に、反力、振動、

音などを用いてフィードバックさせることが有効であ

る。
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く原子力技術部＞

TLD Responses Backed by Copper,Silver or Gold for 

20-40 keV Monoenergetic Photons 

銅、銀、または金を後方にもつTLDの20-40keV単ーエ

ネルギー光子に対する応答

成山展照、波戸芳仁、伴 秀一、平山英夫

平成10年7月

12th International Conference on Solid SはteDosimetry 

Radiation Protection Dosimetry Vol.84 

高原子番号の物質に隣接した線量計が光子に照射さ

れた場合、人体組織等価物質中における線量より大き

な線量がその境界において高原子番号物質からの二次

電子と蛍光光子により与えられる。本研究では、低工

ネルギー領域におけるこうした効果の線量計応答に及

ぽす影響を調べるため、異なる媒質に後方で接する熱

蛍光線量計 (TLD)の20-40keV単ーエネルギー光子に対

する応答を測定し、光子ー電子輸送計算コードEGS4

により解析を行った。

実験は、高エネルギー加速器研究機構の2.5GeV蓄積

リングからのシンクロトロン放射光を用いて行った。

厚さ 0.38mmのフッ化リチウムTLD(TLD-100)を異なる

厚さの銅、銀、金箔に密着させ、 20、30、40keV単一

エネルギー光子をTLD側に照射した。照射線量は、自

由空気電離箱によりモニターした。

0.1mm厚さの銅箔、 0.5mm厚さの銀箔、 0.01mm厚

さの金箔に対して、各箔を後方にもつ場合のTLD線量

の自由空気中におけるTLD線量に対する比すなわち後

方散乱因子は、 40keV光子に対してそれぞれ1.36、2.13、

1.38であり、光子エネルギーと箔厚さの減少と共に小

さくなることが示された。また、 EGS4による計算値は、

20-40keVのエネルギー領域において実験値と一致した。

さらに、箔からの影響を成分弁別するため、カプトン

フィルムをTLDとホイルの間に挿入することにより箔

からの二次電子を除去し、蛍光光子の影響は箔厚さの

増大と共に大きくなることを明らかにした。

深海調査船用原子炉DRXの貫流型蒸気発生器の流動安

定性解析

Hydraulic Instability Analysis of Deep-Sea Reactor 

Drx's Once-Through Steam Generator 

安達雅樹、石田紀久

平成10年9月

日本原子力学会「1998年秋の大会」予稿集

深海調査船用原子炉DRXは大型船舶用原子炉MRX

と同様に貫流型蒸気発生器（以下SGと呼称）を採用し

ている。このとき二次冶却水が流れる伝熱管内では相

変化に伴い密度波不安定などの流動不安定現象が発生

する。そこで水力学的安定化対策のために解析評価を

行った。さらにDRXは崩壊熱除去にSGを用いるので

自然循環による崩壊熱除去性能への影響を検討した。

解析手法は、一般的な線形安定性解析法に従った。こ

のときの仮定は、 ・一次元流、 ・均質流、 ・一様熱負

荷、 ・圧力変化に伴う物性値の変化無視である。両へ

ッダー間の圧力差一定という境界条件のもとに、特性

方程式を導き、これを使って系の安定判別を行うが、

各パラメータが安定限界に及ぽす影響を調べるために

ネイマルクのD分割法を用いた。本解析の前に、昭和

56年に当所で行った貫流型蒸気発生器の実験結果と比

較することで解析の精度を検証した。一例として、実

験番号 “IN-5-31-194-1200"の解析の場合、安定化する

絞り係数の最小値は、実験結果では1420であるのに対

し、本解析では1627となった。振動周期は、実験では

11.4秒、解析では10.53秒 (5次）である。他の実験条

件の場合も同程度であり、本解析は概ね妥当な精度と

言える。工学設計の段階では二次水の流れは密度波不

安定に陥る可能性があることから、想定される炉の出

力に対して伝熱管の挙動を安定させるのに必要な入口

での最小絞り係数 (Kin)を評価したo Kinの値はおお

むね管内圧力損失の30％から 50％であり、管内の圧力

損失の見積もり計算の影響を受けていることを確認し

た。特に管摩擦係数を用いて圧力損失を評価する場合、

DRXの運転範囲に対する入口流量のレイノルズ数がほ

ぽ遷移域に位置するため、管摩掠係数が大きめに評価

される。故に Kinもこの影響を受けることが考えられ

る。以上の解析結果を基に安定化対策として、オリフ

ィスを給水入口に設ける。このオリフィスを設置する

ことで、 SG内の流動圧力損失が増加する。これと関連

して崩壊熱除去時に十分な流量が確保されるかを検証

した。例えば定格出力の 5％に相当する崩壊熱を除去

するのに必要な流量が定格時の 5％とすると、 SGの全

圧力損失がオリフィスにより l.76kPaから l.8kPaに増

えるが、自然循環の駆動水頭が30kPaであるので 5%

流量が確保でき崩壊熱除去性能への影響は問題ない。

以上の結果からDRXのSGの水力学的安定性を解析評

価し、給水入口部にオリフィスを設置することにより、

安定な運転が出来ることを明らかにした。また、崩壊

熱除去性能への影響がないことを確認した。さらに、

解析精度について実験との比較により妥当であること

を確認した。

(237) 
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Numerical Simulation of Cold leg Flow Oscillation of 

aPWR 

PWRコールドレグ流動振動の数値シミュレーション

安達雅樹、綾威雄

平成11年7月

Proceedings of the 3rd ASME/JSME Joint Fuild 

Engineering Conference 

加圧水型炉 (PWR)の一次系破断事故時には、緊急炉

心冷却水がコールドレグと呼ばれる配管から注入され

るが、配管内を流れる蒸気と注入水との直接接触に伴

い、凝縮起因水撃の生じる可能性が模擬実験により確

認されている。コールドレグ流動振動と呼ばれるこの

現象は、 PWRの事故時の健全性に関わることから、実

験及び解析研究がなされ、蒸気一水界面が注水口の下

流にある時のみ凝縮が100％生じるとするいわゆる凝

縮ON-OFFモデルが提案された。しかしながら、この

モデルでは現象を十分模擬できないことが指摘されて

きた。

そこで、本研究では、先ず凝縮量の時間的変化を把

握するため、小規模模擬実験における圧力変動データ

などから、凝縮量の変化を評価し、蒸気流量が大きく

変化していることや、圧力急降下時に過渡的な蒸発が

生じていることを明らかにした。次に、コールドレグ

流動振動現象を数値シミュレーションするため、凝縮

特性が注水ジェット部とその下流の水平界面とで異な

ることを考慮したモデルを考案した。これら二つの領

域における凝縮熱伝達率としては、著者の一人がかっ

てレビューした直接接触熱伝達率を採用した。これに

よると、注水ジェット部の円柱状界面の熱伝達率は、

105 -106W /m2Kであるのに対し、水平界面の熱伝達率

は、界面が安定している場合104W/m沢程度であるが、

流動振動に伴い波立っている場合は、 l05W/m2K程度

まで上昇する。この他、凝縮量に関わる界面積は、水

平界面が層状部先端位置まで広がっているとの仮定か

ら評価した。層状部先端位置を求めるため、水平管内

の気液ドリフト速度相関式が使われている。

以上のモデルを組み込んだ解析プログラムを作成し、

模擬実験で凝縮起因水撃が生じた境界条件と初期条件

に対する数値シミュレーションを行った結果、実験と

ほぽ同様の周期を持った圧力変動と界面変動が再現で

きた。また、流動振動に伴うボイド率と蒸気流速を詳

細に調べ、過渡的に層状流からスラグ流へ遷移する条

件が満たされていること、つまり、水撃が生じ得るこ

とを確認した。

(238) 

新安全工学便覧 （2．材料物性 2.10放射線遮へい材）

New Handbook of Safety Engineering 

(2. Properties of Materials 2.10 Shielding Materials) 

植木紘太郎

安全工学協会編 編集委員長：上原陽一、他

平成11年6月

コロナ社

新安全工学便覧 安全工学協会編

2.10 放射線遮へい材

原子力施設（原子炉、再処理工場、放射性物質輸送

あるいは貯蔵容器など）では、それらを取り扱う作業

者や施設周辺住民などの放射線被曝を防ぐため、色々

な方策を講ずる必要がある。放射線被曝を大別すると、

放射性物質を1本内に取り込むことによって人体の器官
や組織が被曝するところの内部被曝と、核分裂、核融

合あるいは放射性物質から発生する放射線に人体が曝

されることによって被曝するところの外部被曝がある

が、ここで取り上げる遮へい材は専ら放射線を減衰さ

せるために用いるので、本節では外部被曝を対象とす

る。外部被曝を低減するための3原則として、（ 1)線

源から離れる（放射線の強度は距離の 2乗に反比例す

ると言われているが、これは誤りであり、それぞれの

線源の形状や線源周囲遮へいの構造によって異なる）、

(2)被曝時間の短縮、 (3)そして適切な遮へい材の

使用、がある。

放射線源としては、即発ガンマ線、核分裂生成物、

放射性同位元素、核分裂中性子、自発核分裂中性子、

及び核融合中性子について述べている。

遮へい材料の特徴としては、水、ポリエチレン、普

通コンクリート、蛇門岩コンクリート、ステンレス鋼、

レジンF、NS-4-FR、ホウ化チタン、窒化ホウ素につ

いて述べている。また、遮へい材の性能については、

上記の材料を主に、ガンマ線及び中性子に対し、遮へ

い性能の目安となる 1/10価層について当所で行った実

験データを含め、詳しく記述している。また、モンテ

カルロ法によるより詳細な遮へい計算を行うことによ

り、簡易計算法、一次元あるいは二次元計算では簡略

化せざるを得ない構造や体系が三次元的に忠実なモデ

ル化が出来るので、計算結果（線量当量率など）は過

大評価することなく、正確でより現実的な値が得られ

る。したがって、モンテカルロ法を用いることにより、

より合理的な遮へい設計が可能になり、遮へいコスト

の低減という課題も解決出来るようになる、という点

にも触れている。
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く海洋開発工学部＞

海水によるワイヤロープの腐食劣化の研究

その3 実海域における暴露試験結果

Study on Corrosion Degradation of Wire Rope in Sea 

Water 

3rd Report:Result of At-Sea Exposure Test 

山川賢次、坂本洋志、井上新也、木津和富雄、

早崎清志、鯖江俊彦、守谷敏之、倉本広志

平成10年11月

平成10年度 資源・素材関係学協会合同秋季大会

資源・素材 ‘98（北九朴I)

海洋構造物や船舶におけるワイヤロープの利用は、

係留や荷役など広範囲にわたる用途を有しており、不

可欠な部材である。このように海洋環境で使用される

ワイヤロープは、腐食による劣化が著しく、安全性を

確保するためには的確な検査を行う必要がある。しか

し、検査に必要なワイヤロープの腐食劣化に関する資

料は非常に乏しく、今後発展するであろう海洋構造物

の維持管理技術の要素の一つとして、これらの資料の

充実が重要と考えられる。

このような観点からワイヤロープの腐食劣化の資料

を得るために、実海水を用いた研究室における浸漬試

験を共同研究で実施中である。これに加えて1997年 1

月から 12月までの約 1年間、実海域における暴露試験

を実施した。この暴露試験では、メガフロート技術研

究組合が横須賀市の住友重機械工業（株）追浜造船所東岸

壁の沖約250mに係留された実証研究用浮体構造物の係

留用ドルフィンに試料ロープを設置した。

試料は、ワイヤロープ8種類、銅線3種類である。

試料の長さは 5m とし、上端が平均海面から2.5mの高

さになるように 4セット設置して、 3ヶ月侮に 1セッ

トずつ回収した。したがって、試料全長の暴露環境は、

空気中、干満帯、海水中に及び、 3ヶ月毎に 3つの環
境のデータが得られた。

実海域における 11ヶ月間の暴露試験の結果は、次の

ようにまとめることができる。

l)めっきを施さない裸ロープは暴露試験開始直後か

ら破断荷重が低下し始め、 11ケ月間の暴露試験では、

30伶ロープが約10%、16¢ロープが約30％低下し

た。めっきを施したロープについては、最大で約

6％の低下であった。

2)めっきの減少は、外層線に近いほど急激で、内部

では緩和される傾向と、全層の進行が同程度で緩や

かな場合との二通りがある。アルミニュームめっき

ロープは、・耐食性が優れている。

3)機械的性質の変化は、 9ヶ月を過ぎると急激に低

下し、海水中環境の場合の低下が大きい傾向がある。

4)室内水槽による浸漬試験で実海域における腐食劣

化を時間の同ースケールで再現することは困難であ

る。

超大型浮体の弾性応答時系列計算法

Time Domain Analysis of Hydroelastic Behavior of VLFS 

大松重雄

平成10年11月

日本造船学会論文集 第184号

最近、超大型浮体式海洋構造物の規則波中における

弾性応答の実用的計算が可能となり、その基本的な特

性なども明らかにされつつある。しかしながら、言う

までもなく実海域の波浪は方向分散性を持った不規則

波である。一般の船舶等の動揺に関しては、不規則波

中応答は規則波中応答の線形重ね合わせ理論が適用で

きることが知られているが、超大型浮体の弾性応答に

関しても線形重ね合わせ理論が適用できるか否かを確

認しておくことは重要である。不規則波に対する応答

の有義値に関しては同理論の妥当性が示されているが、

本論文ではより精密に、規則波中の応答関数の理論値

を用いて不規則波中の応答を時間ベースで求め、長波

頂不規則波中の模型実験結果と比較することにより、

上記理論の妥当性を確認した。

また、弾性浮体上に物体が落下した場合や航空機の

離着陸時のように浮体上を荷重が移動していく場合の

弾性挙動についても上記と同様な理論展開が可能であ

る。この場合は、平水中で浮体上のある点に周期的な

荷重が加えられたときの弾性応答の周波数応答関数を

求めておくことになる。その応答関数は、規則波に対

する応答計算プログラムを若干修正することにより簡

便に求められる。これらの応答関数を用いて弾性応答

のインパルス応答関数を求めておけば、変動荷重との

畳込み積分により任意に変動する荷重に対する応答が

得られる。この場合も、弾性浮体模型上にウエイトを

落下及び移動させた実験結果と比較し、計算法の妥当

性を確認した。

(240) 
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ユニット接合された箱型浮体の波浪応答

Hydroelastic Response of Joining Floating Units in 

Waves 

矢後清和、松浦正己、島宗誠一、

鳥井正志、山下泰生、中野昭三郎

平成10年11月

テクノオーシャン'98国際シンポジウム

プロシーディングス

埋め立て工法に適した水深20m以下の海域は来世紀

初頭にはほぼ飽和するとも言われており、より大水深

における海洋空間を有効に利用したいとする考え方が

ある。近年、ポンツーン型浮体を用いた海上空港構想

がマリンフロート推進機構から発表され、これを受け

る形でポンツーン形式の超大型浮体式海洋構造物の研

究が各方面で活発に進められている。 1995年～1998年

にはメガフロート技術研究組合による、長さ300mのポ

ンツーン型浮体を用いた大規模な実海域実験が実施さ

れ、さらに1998年からは長さ 1,000m規模の浮体による

実海域実験が開始されようとしている。

海上空港に用いられる規模の大型浮体式構造物は長

さ4~ 5 kmにもおよび、既存のドックで 1体の構造
物として建造することは事実上不可能であり、長さ数

100m規模のユニットを多数設置海域まで曳航し洋上で

溶接接合される計画である。

ユニットの洋上接合は、①接合前のユニット同士の

引き寄せ、②仮接合による相対変位の拘束③最終的な

溶接接合という過程をとることになる。その過程にお

いて、波浪の影響により浮体の挙動および仮接合部に

働く荷重が多様に変化することが考えられ、それらを

精度良く推定することが施工上重要なテーマとなる。

また、こうした浮体式構造物は、長大なるがゆえに長

さと型深さの比が1/100-1/1,000のオーダーとなり相

対的に曲げ剛性も小さくなるため、挙動を流体と弾性

変形運動の連成を考慮した流力弾性現象として扱わな

くてはならない。

本研究では、長さ 1,000mクラスのポンツーン型浮体

の洋上接合を想定し、仮接合から接合完了までの過程

における接合ユニット同士の挙動および仮接合部荷重

を数値計算により推定した。浮体は弾性体とみなし離

散化して有限要素法の平板板要素でモデル化し、流体

カの計算には 3次元圧力分布法を用いた。波浪応答は

浮体剛性の影響を含む運動方程式を周波数領域におい

て直接解く方法を採用した。実施工では、仮接合から

溶接による接合が可能となるまでの過程で段階を追っ

て浮体間の拘束を増して行く。本論文では、今回提案

した施工方法について、数種類の拘束段階をバネ、減

衰系を用いた組み合わせでモデル化し計算を行った。

(241) 

＜氷海技術部＞

船舶に搭載したレーザ距離計によるオホーツク海の

海水観測

Sea Ice Observation by Ship-borne Laser Distance 

Sensor in the Sea of Okhotsk 

下田春人、宇都正太郎

平成10年11月

国立極地研究所

第21回極域気水圏シンポジウム

プログラム・講演要旨

オホーツク海は地球温暖化の傾向を最も顕著に反映

する海域の一つと考えられており、海氷の拡がりや生

産量の年々変動が注目されている。しかしながら海氷

生産量を評価するために必要な氷厚の広域観測手法は

確立されていない。船舶による海氷観測は衛星観測の

検証データを与える観点から重要である。船舶技術研

究所は1991年から北海道沿岸オホーツク海域で、砕氷

船に搭載したVTRを用いた氷厚観測を実施している。

本手法は比較的平坦な氷盤では氷厚を精度良く観測で

きるが、氷丘氷や氷丘脈などの変形氷の観測には適し

ていない。そこで変形氷の氷厚観測への適用性を検討

するために、航空機観測で実績のあるレーザ式距離計

を砕氷船に搭載し、海氷観測を実施した。

計測は1998年 2月24日から 26日にかけて知床岬の

北約20km付近で行われた。海上保安庁の砕氷巡視船

「てしお」にレーザレーダ式距離計(LD90-3l OOHS-

GF;RIEGL製）を搭載し、航路に沿った氷盤表面の高

度を計測した。距離計の精度は土20mmである。この

他にVTRによる氷厚計測を実施している。解析には、

停船後、氷盤の上に人が降り、左舷側の船首尾方向に

5m間隔で氷盤を削孔して氷厚、積雪深及び高度を計

算したデータと、その後、船が開水路を低速で後進し

た時のレーザ式距離計のデータを用いた。また、ゼロ

レベルは直近の時間帯で開水面もしくはニラス等の薄

氷域を航行中に得られたデータを用いた。レーザ式距

離計は右舷側で計測しているため、実際に氷盤上で計

測した氷厚、高度との厳密な比較はできないが、山谷

の関係は概ね一致していた。今後は船体運動の影響を

考慮した解析法について検討する予定である。
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砕氷航行船舶の推進性能解析におけるアイス影響係数

について

Ice Effect Factor of Propulsion of a Ship in Ice 

小山鴻ー、宇都正太郎、若生大輔

平成10年12月

第14回寒地技術シンポジウム

寒地技術論文・報告集Vol.14

船舶が氷海域で砕氷航行するときの推進性能を明ら

かにすることは、砕氷船等氷海船舶の設計・建造や運

航の問題を扱う場合の基本である。船舶の推進性能を

精度良く表示するためには、推進性能の成分を合理的

に分析して表示することが重要である。その合理的な

分析は、推進性能解析法に凝縮される。船舶の推進性

能解析法は、氷のない海域の場合基本形は既に確立さ

れている。しかしながら氷の海域における場合にはそ

の様な推進性能解析法が確立されているとは言い難い。

船舶の推進性能解析法においては、与えられた船型

（船体・プロペラ）、船速に対して、模型船の水槽試験

結果から伝達馬力を求めることを目的としている。水

槽試験においては一般に抵抗試験と自航試験を行い、

抵抗試験から有効馬力を求め、抵抗試験。自航試験か

ら推進効率を求め、その両者から伝達馬力をもとめる。

氷海船舶試験水槽における試験においては、有効馬力

を求める段階は定着しているが、推進効率を求めるこ

とは未だ確立されているとは言えない。

本論においては、この推進効率を与える新しい方法

としてアイス影響係数を用いた方法を提案した。この

係数の主要項は、氷の無い状態と氷中状態におけるプ

ロペラトルクの比となっている。また、その方法を裏

付けるプロペラ・トルクにおけるプロペラ氷片干渉の

成分分析にも言及したものである。ここで提案した氷

中推進性能解析法を用いて、オホーツク海で運航する

砕氷型巡視船について、当所の氷海船舶試験水槽にお

いて行った模型試験のデータを解析した。

得られた結論は次の通りである。

(1)荷重度変更試験法の採用により、氷質の違いによ

る推力減少係数のばらつきを少なくする事が出来た。

(2) アイス影響係数を導入した推進性能解析法により、

物理的に合理的な推進効率成分の表示が可能となっ

た。

(3)氷片プロペラ干渉によるトルク増加について、要

素成分の仮説に基づいて計算すると、実験で得られ

た氷厚・船速の影響の傾向を良く表すことが出来た。

しかしトルク増加量を定量的に説明できる段階には

至っていない。

微細気胞CD模型氷の開発について

Development of Controlable Density (CD) Ice with 

Micro Bubbles. 

金田成雄、泉山耕、山ロ一

平成10年12月

第14回寒地技術シンポジウム

寒地技術論文・報告集Vol.14

氷海水槽での実験が工学的に意味を持つためには、

実現象と実験との間に力学的相似性が達成されていな

ければならない。氷海水槽に製氷される模型氷は、一

般に実海氷に比べて比重が高い点が問題であると指摘

されていたが、近年、気胞を氷中に混入することで模

型氷の密度を制御する ControlableDensity(CD)Iceがカ

ナダのInstiutefor Marin Dynamics CTMD)により提案さ

れた。当所においても、微細な気胞を含有したCD模

型氷の開発を行った。本論文では、この模型氷の開発

過程、機械的特性への影響について報告する。

本システムは、渦流タービンポンプ、水槽両側壁に

設置した配管、両者をつなぐ耐圧ホースから成る。ポ

ンプにより空気を溶け込ませた加圧水を生成し、配管

に取り付けてあるノズルより水槽内に放出される。ノ

ズルから水槽内への放出の際に減圧されることで溶存

空気が微細気胞として発生する。 CD氷の作製は、この

微細気胞を氷の成長過程において水槽内に漂わせるこ

とで、氷中に自然に気泡をトラップさせた。

以下に、本研究によって得られた結果をまとめる。

(1)密度の制御については、気泡供給量の調整及び間

欠運転システムの開発により、氷板内の密度分布が

水槽全体にわたり、ほぽ均ーにすることが出来た。

また、密度値についても約940~ 800kg/mぽでに変

化させることができ、実海氷の密度範囲を十分にカ

バーする密度が得られた。

(2) CD氷を開発したカナダIMDでは、氷中に混入す

る気泡径は、 2~3 mm程度である。また、 IMDの

計測結果によると、 CD氷は一般に強度が高く、通常

の模型氷と比較して同程度の曲げ強度を実現するに

は長いTempering時間を要することが報告されてい

る。これに対し、本システムは、加圧水の流量、管

内圧力、ノズル径等を調整することにより、 1mm  

以下の小さな気泡径を達成した。また、気泡の混入

位置を氷板の上層と中間層にしたこと、水槽水のPG

濃度を0.8％に増したことで、ほほ通常のTempering

時間で、強度の低減を実現した。

(242) 
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Consideration on Accuracy of the Full-Scale Thrust 

Measurement in Ice by Strain Gauges 

歪みゲージを用いた氷中での実船スラスト計測の精度

に関する考察

宇都正太郎、田村兼吉、成田秀明

平成11年7月

Proceedings of the 18th International Conference on 

Offshore Mechanics and Arctic Engineering 

海上保安庁所属の砕氷巡視船「そうや」を用いて実

船実験及び対応する模型実験を実施し、砕氷型船舶の

氷中推進性能について考察した。実船実験は1997年2

月に北海道沿岸オホーツク海域において行われた。本

実験では氷中での速力試験、停船性能試験及び“ボラ

ードブル”試験の 3種類の試験を実施した。ただし、

“ボラードブル”試験とは氷盤中に停船した状態で、比

較的小さい翼角で可変ピッチプロペラを作動させる試

験である。これらの試験では巡視船「そうや」のプロ

ペラ中間軸に歪みゲージを設置し、プロペラ軸に作用

するスラスト、 トルクを計測した。本研究では氷中で

のスラスト計測の精度について様々な確度から検討を

行った。

はじめにスラスト計測における最大の誤差要因の一

つである軸トルクとのクロストークの影響を、プロペ

ラ軸を微速で回転させる軸ターニング試験の結果を用

いて補正した。次に速力試験の直近で行われた停船性

能試験時に、プロペラが翼角 0度で作動している状態

でスラストを計測し、この値を速力試験時のスラスト

のゼロ点として定義した。本手法によってスラスト計

測におけるゼロ点の温度ドリフトによる誤差を最小化

し、計測精度を向上させることができる。ボラードブ

ル試験時に計測されたスラストにこれらの補正を行い、

同一翼角且つ停船状態における複数のスラスト計測値

の再現性を調査した。さらに不確かさ解析の手法を用

いて氷中スラスト計測の精度を検討した。その結果、

補正されたスラスト値の95％包括度はボラードブル試

験のばらつきに対応することがわかった。また氷厚約

lmの氷盤中を直進航行した速力試験において計測さ

れ、上記の補正を行ったスラスト値の95％包括度は平

均値に対して土 13％であることがわかった。

最後に速力試験で得られたスラスト値と模型実験結

果から推定したスラスト値の比較を行った。相似模型

による平坦氷中抵抗試験を当所の氷海船舶試験水槽に

て実施し、平水中での過負荷模型試験から推定した推

力減少係数を用いてスラストを推定した。両者を比較

した結果、平均氷厚0.45m以下の氷盤については模型

実験による推定値が約30％の過小評価となったが、平

均氷厚 lm程度の厚い氷盤では良く一致するという傾

向が得られた。後者で良く一致した原因の一つとして、

(243) 

模型実験によるスラスト推定の入カパラメータである

氷盤曲げ強度値を過大に推定したことが考えられる。

このために模型実験からのスラスト推定値が過大評価

となった可能性がある。後者の氷盤は主に小氷塊が重

なり合って形成された変形氷であり、その強度等の特

性を定量的に評価することは現状では困難である。砕

氷巡視船が運航する南部オホーツク海では氷厚0.5mを

超える氷盤の多くは変形氷であると考えられるので、

変形氷の強度特性及びその氷中推進性能への影響を明

らかにすることは今後の重要な研究課題である。なお、

本研究は海上保安庁装備技術部船舶課との共同研究と

して実施された。
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く大阪支所＞

Proposal of Self Sinking CO2 Sending System : 

COSMOS 

自由沈降型二酸化炭素送り込みシステム、 COSMOS、

の提案

綾威雄、山根健次、汐崎浩毅

平成10年8月

Proceedings of the 4th International Conference on 

Greenhouse Gas Control Technologies 

地球温暖化対策技術としてのCO2海洋処理法には、

広大な海洋に溶解・拡散させる「溶解法」と深海底の

窪地に溜める「貯留法」とがある。溶解法における液

体CO2の投入深度は、 CO2が海水より軽い 1,000~ 

2,000mであるが、貯留法の場合は、通常、 CO2が飽和

CO2溶解海水より重くなる 2,700m以深が求められる。

貯留法には、海洋環境への影響範囲を限定できること

及び大気からの隔離期間を海洋の鉛直循環周期の2000

年より長く設定できるという、溶解法にはない大きな

利点があるが、投入深度の深いことが技術的・経済的

に不利な点である。

一方、 CO2を投入海域までタンカー輸送する場合の

温度・圧力条件は、タンクローリーによる陸上輸送時

と同じ -40℃、 lMPa程度が経済的に妥当だと考えられ

ている。液体CO2は、海水との比較において、温度膨

張率と圧縮率が非常に大きいため、 -40℃の液体C02tま

海水より十分重い。従って、 CO:液化深度の500mから

低温のCO2を液泡として放出すると、自由沈降するが、

途中、海水からの受熱により昇温し、次第に沈降力を

失う。しかし、昇温の程度は、初期液泡径が大きくな

るほど小さくなる。そのため、放出液泡径をある限界

値より大きくすれば、深度2,700mを通過するまで液泡

の沈降力を維持させ、最終貯留深度の3,500mに到達さ

せることが可能となる。

そこで、放出CO2温度をパラメータとして、安全を

見た深度750mから放出した液体CO2の自由沈降プロセ

スを、液泡回りの結氷などの伝熱現象を考慮して解析

したところ、投入温度が -26℃の場合の限界径は、

0.7m以下となることが判明した。この方法を採用する

と、貯留法の投入深度を溶解法より浅海に設定でき、

貯留法の技術的難点が解消される。

図は、新たに提案した「自由沈降型二酸化炭素送り

込みシステム、 COSMOS」の概念を示している。
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Strength Abnormality of CO2 Hydrate Membrane just 

below Dissociation Temperature 

解離温度近傍における二酸化炭素ハイドレート膜の

強度異常

叫艮健次、綾 威雄、波江貞弘、成合英樹

平成10年8月

Proceedings of the 4th International Conference on 

Greenhouse Gas Control Technologies 

地球の温暖化傾向を緩和させる工学的手段として注

目されている CO2海洋処理法として、広大な海洋に溶

解・拡散させる「溶解法」と深海底の窪地に溜める

「貯留法」が提案されている。これらの適用深度は、溶

解法では CO2が周りの海水より軽くなる 1,000~ 

2,000mであり、貯留法ではCO2が飽和CO2溶解海水よ

り重くなる 3,500m以深であるが、 CO2は、 500~ 
900m以深で海水と反応してハイドレートとなるため、

その特性、中でも界面に生成するハイドレート膜の強

度の把握がCO2海洋処理法を評価する上で不可欠とな

っている。

著書らは、数年前、 5MPaにおける CO2ハイドレー

卜膜強度の計測を試み、 l.3N/mという値を得た。その

後、膜間差圧法により計測したところ、膜強度は水中

(244) 
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CO2濃度の増加とともに増加する傾向があるものの、

0.1 -3N/mの間でばらついた結果となった。今回、デ

ィヌーイ型表面張力計を搭載した新深海模擬装置によ

り計測し、以下の結果を得た。

図に示される40-45MPaの清水中CO2ハイドレー

卜膜の強度は、 1 ~ 8 ℃ではO.lN/mの範囲で温度上
昇とともに若干減少する傾向にあるが、 8℃から急激

に増加し、 12℃付近で最大値0.83N/mをとり、解離温

度の12.7℃でほぽ0となる。解離温度直前のピーク値

は低温における強度の約10倍と際だっており、その理

由の解明が待たれるところではあるが、このようなハ

イドレート膜強度の異常な温度依存性はこれまで予想

されておらず、 CO2海洋処理法の海洋環境への影響評

価ばかりでなく、 CO2海洋投入設備を設計する上で極

めて重要な新発見の現象である。また、この新現象は、

計測の必要性が指摘されながら未だ成功していないハ

イドレート膜厚さ計測の重要性をさらに増加させたと

いえる。
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Flashing-Condensation Oscillation Phenomena in 

Pool Water 

プール水中におけるフラッシング・凝縮振動現象

綾威雄、田村祥ー、斉藤彰、賞雅寛而

平成11年4月

Proceedings of the 7th International Conference on 

Nuclear Engineering 

水漬け型格納容器は、軽水炉の受動安全性を高める

とともに小型化を狙った格納方式であるが、その安全

性を確認するには、設計基準事故である一次系破断事

故時に、原子炉容器内から放出される高圧飽和水が低

温低圧水中でフラッシング・凝縮する未知現象を解明

し、それが匝りの構造物へどのような力学的影響を与

えるかを明らかにする必要がある。そこで、当所は、

このフラッシング・凝縮現象を実験的に明らかにする

ための基礎実験を東京商船大学と共同で行い、以下の

結果を得た。

(1)放出飽和水圧力と放出口径の増大とともに、或い

はプール水のサブクール度の減少とともに、プール

水中でのフラッシング量は増大し、フラッシング位

置が放出ノズルに近づく。そのため、フラッシング

位置が間欠的にノズルに近づいたり (PhaseA)離れ

たり (PhaseB)するフラッシング・凝縮振動は生じ

なくなる。また、短いノズルの場合、蒸気泡があま

り成長できずノズルから離れる (PhaseB)ため、フ

ラッシング・凝縮振動が生じるのに対し、長いノズ

ルの場合、蒸気泡がノズルに接触したままとなり、

フラッシング・凝縮振動は起こらなくなる。

(2)高速ビデオ映像から求めた蒸気泡寸法を基に凝縮

熱伝達率を求めたところ、 6X 105 -1.1 X 

106(W／（m2K))という結果を得たが、これは、流水中

への蒸気凝縮熱伝達率について従来からの実測値

[7.3 X 104 -1.9 X 106(W／(m2K))]の範囲に入ってい

る。また、フラッシング・凝縮振動の周波数を良く

予測することのできる線形理論から予測される熱伝

達率と上記実験値ともほぽ一致することが判明した。

これらの事実は、高圧飽和水が低温プール水中へ放

出された際に生じるフラッシング・凝縮振動現象は

水中の蒸気泡運動に支配されていることを示唆して

いる。

(245) 
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膜強度データに基づ<CO2ハイドレートの生成メカニ

ズム

Growing Mechanism of CO2 Hydrate Based on 

Membrane Strength 

綾威雄、山根健次、成合英樹

平成11年5月

第36回日本伝熱シンポジウム講演論文集

地球の温暖化傾向を緩和する手段として注目されて

いる二酸化炭素深海貯留法を評価するためには、液体

二酸化炭素と海水との界面に生成するハイドレート膜

の性質を明らかにすることが不可欠である。本報告は、

著者が最近計測に成功した二酸化炭素ハイドレート膜

強度のデータから、その成長メカニズムについて、従

来考慮されていなかった溶解水側の未飽和水分子に着

目した基本モデルを提案するものである。

ハイドレート膜強度計測法を確立する過程で、ハイ

ドレート膜は溶質側（液体二酸化炭素）に引っ張るこ

とができるが、溶媒側（水）には引っ張ることができ

ないことが判明している。また、未飽和溶解水中にお

いては、ハイドレート膜は荷重の付加とともに大きく

変形するが、飽和溶解水中ではほとんど変形せず、い

きなり破断することが明らかになっている。これらの

事実を矛盾なく説明できるモデルとして、溶質をさら

に溶かし込むことのできる余剰の水分子を意味する

「自由水分子」モデルを提案する。このモデルにおいて

は、飽和状態ではハイドレート膜の解離に必要な水分

子が存在しないため、荷重をかけても膜は成長できず、

いきなり破断に至るが、未飽和状態では、豊富に存在

する自由水分子が膜の解離と再生を促し、荷重ととも

に膜が荷重方向に成長することができる。これが、上

述の実験事実の真相であり、未飽和水中で見られた膜

の変形は、実は、弾性変形や塑性変形とは本質的に異

なる「自己再生膜」であることになる。

自己再生しない飽和濃度中のハイドレート膜強度は、

変形がほとんどないため、未飽和中強度の10倍以上と

推定される。材料試験的立場からは、真のハイドレー

卜膜強度は、自己再生の生じない飽和水中での強度で

あるといえるが、二酸化炭素の海洋処理において遭遇

するハイドレート膜は、特殊な例外を除き、未飽和海

水中の自己再生型であるため、その処理法の評価に当

たっては、自己再生膜強度の方が有用となる。

(246) 


